
1 

株式会社エフエム大阪 個人情報保護規程 

策定：2005年 5月 30日 

最終更新日：2022年 4月 1日 

 

１．目的 

この規程は、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）その他法令及び民放連

個人情報保護方針に基づき、個人情報の保護に関して、株式会社エフエム大阪が順守すべき事項を

定めるとともに、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護し、放送の健全な発達に寄

与することを目的とする。 

 

２．定義 

この規程において使用する用語を次のとおり定める。 

(1) 「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それ

により特定の個人を識別することができることとなるものも含む）、又は個人識別符号（個人情報保護

法第２条第２項に規定する当該情報単体から特定の個人を識別できるものとして個人情報の保護に

関する法律施行令（以下「個人情報保護法施行令」という。）第 1条に定められた文字、番号、記号そ

の他の符号をいう。）が含まれるものをいう。 

(2) 「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、 病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被っ

た事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配

慮を要するものとして個人情報保護法施行令第２条で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

(3) 「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、特定の個人情報を電子

計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの、又は個人情報を一定の規則に従

って整理することにより特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成した情報

の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを有するものをいう。ただし、利用

方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ないものとして個人情報保護法施行令第４条第１

項で定めるものを除く。  

(4) 「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 

(5) 「保有個人データ」とは、株式会社エフエム大阪が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停

止、消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有する個人データであって、その存否

が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして個人情報保護法施行令第５条で定

めるものに該当するもの以外のものをいう。 

(6) 「本人」とは、個人情報で識別される特定の個人をいう。 

(7) 「仮名加工情報」とは、個人情報の区分に応じて個人情報保護法第２条第５項各号に定められた措置

を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して

得られる個人に関する情報をいう。 
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(8) 「匿名加工情報」とは、個人情報を個人情報の区分に応じて個人情報保護法第２条第９６項各号に定

められた措置を講じて特定の個人を識別することができないように加工して得られる個人に関する情

報であって、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別することができないようにしたものをいう。 

(9) 「個人関連情報」とは、生存する個人に関する情報であって、個人情報、仮名加工情報及び匿名加

工情報のいずれにも該当しないものをいう。 

(10) 「放送受信者等」とは次に掲げる者をいう。 

イ) 放送の受信に関する契約を締結する者 

ロ) 放送番組（放送法第２条第２８号に規定する放送番組をいう。以下同じ。）を視聴・聴取す

る者 

ハ) 放送番組の視聴・聴取に伴い行われる情報の電磁的方式による発信又は受信を行う者 

ニ) 放送の受信、放送番組の視聴・聴取又はハの発信若しくは受信に関し料金（放送法第６４

条第２項に規定する受信料を含む。以下同じ。）又は代金を払う者 

ホ) 放送の受信、放送番組の視聴・聴取又はハの発信若しくは受信に係る勧誘（当該勧誘に必

要な準備行為を含む。）の対象となる者 

 

(11) 視聴者個人情報 視聴に伴って収集される個人に関する情報であって、個人情報であるものをいう。 

(12) 「視聴者特定視聴・聴取履歴」とは、放送受信者等の視聴者個人情報であって、特定の日時におい

て視聴・聴取する放送番組を特定することができるものをいう。ただし、当該特定の日時の一ごとに個

人情報を提供する本人の意図が明らかなものを除く。 

(13) 「第三者」とは、本人及び当該個人情報を取り扱う株式会社エフエム大阪以外のものをいう。 

 

３．対象 

この規程は、特段の定めのない限り、株式会社エフエム大阪で取り扱う全ての個人情報を対象とす

る。 

２．個人情報の取扱いの目的の全部又は一部が個人情報保護法第７６条第１項により適用除外となる

報道又は著述の用に供する場合に該当する場合はこの規程の対象から除くものとし、その取扱いは別

途定める。 

 

４．適正な取扱い 

個人情報の取扱いにあたっては、個人情報が個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべ

きものであることに配慮し、また、個人情報保護法第７６条第１項が規定する適用除外の精神を尊重しつ

つ適正に行う。 

 

５．基本方針 

個人情報の取扱いについて基本方針を定め、公表する。 

 

６．利用目的の特定 
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個人情報の取扱いにあたっては、利用目的をできる限り明確に特定したうえで公正に行う。 

２．第三者への提供を利用目的とする場合には、当該利用目的において、当該第三者の範囲を、当

該第三者の全ての氏名又は名称の表示その他の客観的に当該第三者を特定できる方法による表示を

することにより、できる限り具体的に明らかにしなければならない。 

３．利用目的を変更する場合は、変更前の目的と関連性があると合理的に認められる範囲とする。 

 

７．利用目的による制限 

個人情報の取扱いは、利用目的の達成に必要な範囲で行う。 

２．関連事業の合併などによる事業の承継に伴い取得した個人情報は、承継前の利用目的の範囲で

取り扱う。 

３．取得した個人情報について、その利用目的の達成に必要な範囲を超えて取り扱う場合は、本人か

ら同意を得る。 

４．前３項の規定は、次の場合は適用しない。 

法令（条例を含む。以下同じ。）による場合 

① 人の生命、身体又は財産の保護に必要であり、本人の同意を得ることが困難な場合 

② 公衆衛生の向上、児童の健全な育成のために必要であり、本人の同意を得ることが困難な場合 

③ 国や地方公共団体又はその委託を受けた者が法令に基づく事務を遂行することに協力する必要

があり、本人の同意を得ることで当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

④ 学術研究機関等（個人情報保護法第１６条第８項に規定する学術研究機関等をいう。以下

同じ。）に個人データを提供する場合であって、当該学術研究機関等が当該個人データを学

術研究目的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究

目的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。） 

 

８．不適正な利用の禁止 

 個人情報の利用にあたっては、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法を用

いない。 

９． 取得の制限 

  放送受信者等の個人情報の取得については、その事業に必要な場合に限るよう努める。 

 

１０．取得方法 

放送受信者等の個人情報を直接本人から取得するときは、当該放送受信者等が誤って認識すること

を防止するために、当該放送受信者等に対し、自らの氏名又は名称を明示する。 

２． 次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得しない。 

法令による場合 

① 人の生命、身体又は財産の保護に必要であり、本人の同意を得ることが困難な場合 

② 公衆衛生の向上、児童の健全な育成のために必要であり、本人の同意を得ることが困難な場合 
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③ 国や地方公共団体又はその委託を受けた者が法令に基づく事務を遂行することに協力する必要

があり、本人の同意を得ることで当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

④ 学術研究機関等から当該要配慮個人情報を取得する場合であって、当該要配慮個人情報を学術

研究目的で取得する必要があるとき（当該要配慮個人情報を取得する目的の一部が学術研究目

的である場合を含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）（エフエム大

阪と当該学術研究機関等が共同して学術研究を行う場合に限る。）。 

⑤ 当該要配慮個人情報が、本人、国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、個人情報保護法第

５７条第１項各号に掲げる者その他個人情報の保護に関する法律施行規則（以下「個人情報保護

法施行規則」という。）第６条で定める者により公開されている場合 

⑥ 本人を目視し、又は撮影することにより、その外形上明らかな要配慮個人情報を取得する場合 

⑦ 第２１条第４項各号（第３７条第６項の規定により読み替えて適用する場合及び第３８条第２項にお

いて読み替えて準用する場合を含む。）に掲げる場合において、個人データである要配慮個人情

報の提供を受けるとき   

 

１１．利用目的の通知 

個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかにその利

用目的を本人に通知又は公表する。 

２．本人と契約を締結するに伴って契約書その他の書面（電磁的記録を含む。以下この項において

同じ。）に記載された当該本人の個人情報を取得する場合その他はがきや電子メール等本人から直接

書面に記載された当該本人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、 その利用目的を

明示しなければならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合は、

この限りでない。 

３．取得した個人情報の利用目的を変更した場合は、本人に通知又は公表する。 

４．前３項の規定は次の場合は適用しない。 

① 利用目的を本人に通知又は公表することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権

利利益を害するおそれがある場合 

② 利用目的を本人に通知又は公表することにより当該株式会社エフエム大阪の権利又は正当な利

益を害するおそれがある場合 

③ 国や地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに協力する必要があり、利用目的を本人に

通知又は公表することで当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

④ 取得の状況からみて利用目的が明らかとみられる場合 

 

１２．内容の正確性の確保 

取得した個人データは、その利用目的に応じて、常に正確で最新の内容で保つよう管理する。 

 

１３．保存期間及び消去 
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個人データの取得にあたっては、利用目的と個人情報の区分に応じて、最短の保存期間を設定し、

その期間を本人に通知又は公表する。 

２．保存期間を終了した個人情報は、適正な方法でできるかぎり速やかに消去する。 

 

１４．安全管理規程 

個人データの安全管理に関する規程を作成し、必要に応じて見直しを行う。 

 

１５．管理責任体制 

個人データの安全管理のための社内組織を以下のように設置し、個人情報保護管理者（チーフ・

プライバシー・オフィサー）及び部門ごとに管理責任者を定め、適切な監督を行う。 

個人情報保護管理者（チーフ・プライバシー・オフィサー）は、総務担当役員とする。 

部門ごとの管理責任者は、各部の部長とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６．取扱管理 

取得した個人データに対する不正アクセス、漏えい、改ざん、き損、紛失などを予防するため、次の事

項について、安全管理措置を講じる。 

イ) 個人データが記録された物（書類、媒体、機器等）の保管又は設置場所の出入りの管理 

ロ) 個人データが記録された物の持ち出しの管理 

ハ) 個人データが記録された物の盗難防止策 

ニ) 個人データが記録されたコンピューターへのアクセスの管理 

ホ) 個人データの記録物の発送及び個人データの送信時の機密保持策 

 

１７．従業者の監督 

個人情報保護管理者は、個人データを取り扱う者に対し秘密の保持をはじめ必要な教育、研修及び

啓発を行い、個人データの安全管理が図られるよう適切な監督を行う。 

 

１８．委託先の選定 

個人データの取扱いを委託する場合は、関係法令及び社内規程と同等の取扱い管理が行われるこ

とを確認のうえ委託先を決定し、個人情報の保護に関する契約を締結する。 

個人情報保護管理者（総務担当役員） 

部門ごとの管理者（各部の部長） 

個人データ取扱者 

管理監督・教育 報告 

管理監督・教育 報告 
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１９．委託先の監督 

個人データの取扱いの委託にあたり、委託先の安全管理が徹底するよう必要で適切な監督を行う。 

２．委託先との契約にあたっては、次の事項について明確にし、必要に応じて見直しを行う。 

① 安全管理措置の内容に関する事項 

② 漏えいの防止、盗用の禁止をはじめ株式会社エフエム大阪と委託先との責任範囲の明確化に関

する事項 

③ 契約範囲外の利用、加工、複写、複製の禁止に関する事項 

④ データの返還、消去、廃棄に関する事項 

⑤ 個人データの取扱いを再委託する場合は、委託先と同等の基準に従って再委託先を選定するとと

もに必要な監督を行うことに関する事項。 

 

２０．漏えい等の報告等 

エフエム大阪は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、毀損その他の個人データの安全の確保

に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護法施行規則第７

条で定めるものが生じたときは、個人情報保護法施行規則第８条で定めるところにより、当該事態が生じ

た旨を個人情報保護委員会（個人情報保護委員会が総務大臣に権限を委任している場合には総務大

臣）に報告する。ただし、他の個人情報取扱事業者又は行政機関等（個人情報保護法第２条第１１項に

規定する行政機関等をいう。以下同じ。）から当該個人データの取扱いの全部又は一部の委託を受け

た場合であって、個人情報保護法施行規則第９条で定めるところにより、当該事態が生じた旨を当該他

の個人情報取扱事業者又は行政機関等に通知したときは、この限りではない。 

２． 前項に規定する場合（同項ただし書の規定による通知を行った場合を除く。）には、本人に対し、

個人情報保護法施行規則第１０条で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知する。ただし、本人

への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとる

ときは、この限りではない。 

 

２１．第三者提供の制限 

第三者への個人データの提供は、次の場合をのぞいては、あらかじめ本人の同意を得て行う。 

① 法令による場合 

② 人の生命、身体又は財産の保護に必要であり、本人の同意を得ることが困難な場合 

③ 公衆衛生の向上、児童の健全な育成のために必要であり、本人の同意を得ることが困難な場合 

④ 国や地方公共団体又はその委託を受けた者が法令に基づく事務を遂行することに協力する必要

があり、本人の同意を得ることで当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

⑤ 当該第三者が学術研究機関等である場合であって、当該第三者が当該個人データを学術研究目

的で取り扱う必要があるとき（当該個人データを取り扱う目的の一部が学術研究目的である場合を

含み、個人の権利利益を不当に侵害するおそれがある場合を除く。）。 
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２. 第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該本人が識別される個人デー

タの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に掲げる事項について、個人情報保護

法施行規則第７条で定めるところにより、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に

置くとともに、個人情報保護委員会に届け出たときは、前項の規定にかかわらず、あらかじめ本人の同

意を得ることなく、個人データを第三者に提供することができる。 

ただし、第三者に提供される個人データが要配慮個人情報、視聴者特定視聴・聴取履歴又は第１０

条第１項の規定に違反して取得したもの若しくは他の個人情報取扱事業者からこの項本文の規定により

提供されたもの（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）である場合は、この限りでな

い。 

(1) 会社名及び住所並びに代表者の氏名 

(2) 第三者への提供を利用目的とすること 

(3) 第三者に提供される個人データの項目 

(4) 第三者に提供される個人データの取得の方法 

(5) (3) 第三者への提供の方法 

(6) (4) 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること。 

(7) (5) 本人の求めを受け付ける方法 

(8) 第三者に提供される個人データの更新の方法 

(9) 当該届出に係る個人データの第三者への提供を開始する予定日 

３．前項第１号に掲げる事項に変更があったとき又は同項の規定による個人データの提供をやめたと

きは遅滞なく、前同項第２号、第３号から又は第５号まで又は第７号から第９号までに掲げる事項を変更

しようとするときはあらかじめ、する場合は、変更する内容その旨について、個人情報保護法施行規則

第７１１条で定めるところにより、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くととも

に、個人情報保護委員会に届け出る。 

４．次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前３項の規定の適用について

は、第三者に該当しない。  

(1) 利用目的の達成に必要な範囲において個人データの全部又は一部を委託する場合 

(2) 合併等による事業の承継に伴い個人データを提供する場合 

(3) 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合であって、そ

の旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利

用目的及び並びに当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称及び住所並

びに法人にあっては、その代表者（法人でない団体で代表者または管理者の定めのあるものにあ

っては、その代表者または管理人。以下、第２３条及び第２６条第１項第１号において同じ。）の氏名

について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

 

２２．第三者提供の通知又は公表 

取得した個人データを前条の規定に基づき第三者に提供する場合は、利用目的に第三者への提供

を明示するほか、次の事項について本人に通知するかホームページ等に掲載する。 



8 

(1) 第三者の氏名・名称 

(2) 第三者の業務内容 

(3) 提供する情報の項目及びその変更 

(4) 提供の手段又は方法及びその変更 

(5) 提供の態様が前条第２項に定める場合（オプトアウト）はその旨 

 

２３．共同利用の通知又は公表 

 第２１１８条第４項第３号の規定に基づき個人データを特定の者との間で共同して利用する場合は、共

同利用する旨を明示するほか、次の事項についてあらかじめ本人に通知するかホームページ等に掲載

する。 

① 共同利用者の氏名・名称 

② 共同利用者の業務内容 

③ 共同利用者の利用目的 

④ 共同利用する情報項目 

⑤ 管理責任の所在を有する者（氏名・名称・住所、法人にあってはその代表者の氏名） 

２．前項に規定する個人データの管理について責任を有する者の氏名、名称若しくは住所又は法人

にあっては、その代表者の氏名に変更があったときは遅滞なく、利用する者の利用目的又は当該責任

を有する者を変更しようとするときはあらかじめ、その旨について、本人に通知し、又は本人が容易に知

り得る状態に置く。前項で利用目的又は管理責任の所在を変更するときは、変更内容をあらかじめ本人

に通知するかホームページ等に掲載する。 

 

２４．外国にある第三者への提供制限 

外国（本邦の域外にある国又は地域をいう。以下この条及び第２７条第１項第２号において同じ。）（個

人の権利利益を保護する上で我が国と同等の水準にあると認められる個人情報の保護に関する制度を

有している外国として個人情報保護委員会規則で定めるものを除く。以下この条及び同号において同

じ。）にある第三者（個人データの取扱いについて個人情報保護法第４章第２節の規定により個人情報

取扱事業者が講ずべきこととされている措置に相当する措置（第 ３項において「相当措置」という。）を継

続的に講ずるために必要なものとして個人情報保護委員会規則第１６条で定める基準に適合する体制

を整備している者を除く。以下この項及び次項並びに同号において同じ。個人情報保護法施行規則第

１１条で定める基準に適合する体制を整備している者を除く。以下この条に おいて同じ。）に個人データ

を提供する場合には、第２１１８条第１項各号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者へ

の提供を認める旨の本人の同意を得る。この場合においては、同条の規定は、適用しない。 

２．前項の規定により本人の同意を得ようとする場合には、個人情報保護法施行規則第１７条で定め

るところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護に関する制度、当該第三者が講ずる個

人情報の保護のための措置その他当該本人に参考となるべき情報を当該本人に提供する。 

３．個人データを外国にある第三者（第１項に規定する体制を整備している者に限る。）に提供した場

合には、個人情報保護法施行規則第１８条で定めるところにより、当該第三者による相当措置の継続的
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な実施を確保するために必要な措置を講ずるとともに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する

情報を当該本人に提供する。 

 

２５．第三者提供に係る記録の作成等  

個人データを第三者（個人情報保護法第２１６条第５２項各号に掲げる者を除く。以下この条及び次

条（第２７条第３項において読み替えて準用する場合を含む。）において同じ。）に提供したときは、個人

情報保護法施行規則第１２９条で定めるところにより、当該個人データを提供した年月日、当該第三者

の氏名又は名称その他の個人情報保護法施行規則第１３２０条で定める事項に関する記録を作成す

る。ただし、当該個人データの提供が第２１１８条第１項各号又は第４項各号のいずれか（前条第１項の

規定による個人データの提供にあっては、第１８２１条第１項各号のいずれか）に該当する場合は、この

限りでない。 

２． 前項の記録は、当該記録を作成した日から個人情報保護法施行規則第１４２１条で定める期間

保存する。 

 

２６．第三者提供を受ける際の確認等 

第三者から個人データの提供を受けるに際しては、個人情報保護法施行規則第１５２２条で定めると

ころにより、次に掲げる事項の確認を行う。ただし、当該個人データの提供が第１８２１条第１項各号又は

第４項各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

① 当該第三者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者（法人でない

団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）の氏名 

② 当該第三者による当該個人データの取得の経緯 

２．前項の規定による確認を行ったときは、個人情報保護法施行規則第１６２３条で定めるところによ

り、当該個人データの提供を受けた年月日、当該確認に係る事項その他の個人情報保護法施行規則

第２４１７条で定める事項に関する記録を作成する。  

３．前項の記録を、当該記録を作成した日から個人情報保護法施行規則第１８２５条で定める期間保

存する。 

  

２７．個人関連情報の第三者提供の制限等 

   第三者が個人関連情報（個人関連情報データベース等を構成するものに限る。以下同じ。）を個人

データとして取得することが想定されるときは、第２１条第１項各号に掲げる場合を除くほか、次に掲げる

事項について、あらかじめ個人情報保護法施行規則第２６条で定めるところにより確認することをしない

で、当該個人関連情報を当該第三者に提供しない。 

(1) 当該第三者が会員社から個人関連情報の提供を受けて本人が識別される個人データとして取得

することを認める旨の当該本人の同意が得られていること。  

(2) 外国にある第三者への提供にあっては、前号の本人の同意を得ようとする場合において、個人情

報保護法施行規則第１７条で定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護
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に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置その他当該本人に参考となる

べき情報が当該本人に提供されていること。  

２．第２４条第３項の規定は、前項の規定により個人関連情報を提供する場合について準用する。この

場合において、同条第３項中「講ずるとともに、本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当

該本人に提供する」とあるのは、「講ずる」と読み替える。 

３． 前条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定により確認する場合について準用する。この場合

において、同条第２項中「の提供を受けた」とあるのは、「を提供した」と読み替える。 

 

２８．公表等 

会員社は、その保有個人データに関し、次に掲げる事項についてホームページ等に掲載する。 

① 会社名及び住所並びに代表者の氏名 

② 利用目的（第１１条第４項第１号から第３号までに該当する場合を除く。） 

③ 次条第１項の規定による求め又は第２３０６条第１項（同条第３項において準用する場合を

含む。）、、第２７３１条第１項若しくは若しくは第２８３２条第１項、第３項若しくは第２５項の

規定による請求（以下「開示等の請求等」という。）の手続及び手数料 

④ 保有個人データの安全管理のために講じた措置（本人の知りうる状態（本人の求めに応

じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置くことにより当該保有個人データの安全管理に

支障を及ぼすおそれがあるものを除く。） 

⑤ 苦情の申出先 

⑥ 認定個人情報保護団体の対象事業者である場合にあっては、当該認定個人情報保護

団体の名称及び苦情の解決の申出先 

 

２９．利用目的の通知の求め 

 本人から、当該本人が識別される保有個人データの利用目的の通知を求められたときは、郵便、電

話、電子メールなどにより速やかに通知する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限り

でない。  

(1) 前条の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 

(2) 第１１９条第４項第１号から第３号までに該当する場合 

２．前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的を通知しない旨を決定した時は、速

やかに本人にその旨を通知する。 

 

３０．開示の請求 

 本人から、当該本人が識別される保有個人データの電磁的記録の提供による方法その他の個人情報

保護法施行規則第３０条で定める方法による開示開示を請求された場合は、本人であることを確認した

うえで、次の場合を除き当該保有個人データを当該本人が請求した方法（当該方法による開示に多額

の費用を要する場合その他の当該方法による開示が困難である場合にあっては、書面の交付による方

法）により、遅滞なく書面又は本人の同意する方法により開示する。 
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(1) 本人又は第三者の生命、身体、財産等の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

(3) 他の法令に違反することとなる場合 

２．前項の規定による請求に係る保有個人データの全部又は一部の開示を行なわない旨を決定した

とき、当該保有個人データが存在しないとき、又は同項の規定により本人が請求した方法による開示が

困難であるときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知する。は、速やかに本人にその旨を通知する。 

３．前２項の規定は、当該本人が識別される個人データに係る第２５条第１項及び第２６条第２項の記

録（その存否が明らかになることにより公益その他の利益が害されるものとして個人情報保護法施行令

第１１条で定めるものを除く。第３４条第２項において「第三者提供記録」という。）について準用する。 

 

３１．情報内容の訂正・追加・削除の請求 

 本人から、当該本人が識別される保有個人データの内容が事実でないことを根拠に内容の訂正、追

加又は削除を請求された場合は、利用目的の達成と必要な範囲内で調査を行った結果に基づいて処

置を決定する。 

２．前項の規定に係る保有個人データの全部若しくは一部について訂正等を行った場合、又は訂正

等を行わない旨を決定したときは、速やかに本人にその旨を通知する。 

 

３２．情報の利用停止等の請求 

 本人から、当該本人が識別される保有個人データについて、第７条の規定に違反する目的外の利用、

第８条に違反する不適正な利用、又は第１０８条第１項若しくは第３項の規定に違反する不正な手段に

よるして取得されたものであることを理由に利用の停止又は消去（以下この条において「利用停止等」と

いう。）を請求された場合は、必要な調査の結果に基づいて、遅滞なく、処置を決定する。ただし、当該

保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場

合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでな

い。 

２．本人から、当該本人が識別される保有個人データについて、第２１１８条第１項又は第２４１条の規

定に違反して第三者に提供されたことを理由に第三者への提供の停止を請求された場合で、理由があ

ることが判明したときはただちに、遅滞なく、これに応じる。ただし、当該保有個人データの第三者への

提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であっ

て、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

３. 本人から、当該本人が識別される保有個人データを利用する必要がなくなったこと、当該本人が

識別される保有個人データに係る漏えい等の第２０条第１項本文に規定する事態が生じたことその他当

該本人が識別される保有個人データの取扱いにより当該本人の権利又は正当な利益が害されるおそ

れがあることを理由に、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止を請求された場

合で、理由があることが判明したときは、本人の権利利益の侵害を防止するために必要な限度で、遅滞

なく、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供の停止を行う。ただし、当該保有個人デ

ータの利用停止等又は第三者への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の利用停止等又は
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第三者への提供の停止を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれ

に代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

４．第１項若しくは前項の規定による請求に係る保有個人データの全部若しくは一部について利用停

止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又は第２項若しくは前項の規定

による請求に係る保有個人データの全部若しくは一部について第三者への提供を停止したとき若しくは

第三者への提供を停止しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知する。前２項

の請求に係る当該保有個人データの全部若しくは一部について利用停止等若しくは第三者への提供

の停止を行った場合、又は行わないことを決定したときは、速やかに本人にその旨を通知する。 

 

３３．理由の説明 

 第２９５条第２項、第３０２６条第２項（同条第３項において準用する場合を含む。）、第３１２７条第２項又

は前条第３４項の規定により、本人から求められ、又は請求された措置の全部又は一部について、その

措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、本人に対し、

その理由を説明する。 

 

３４．手続き 

 開示等の請求等に応じる場合は、開示等の請求等を行う者が本人又は代理人であることを必ず確認

する。 

２．前項の場合には、開示等の請求等を行う者に対し、当該保有個人データを特定する根拠となる事

項を提示させる。この場合において、本人が容易かつ的確に開示等の請求等をすることができるよう、

当該保有個人データ又は当該第三者提供記録の特定に資する情報の提供その他本人の利便を考慮

した適切な措置をとる。 

３．開示等の請求等を求める場合の手続として、本人の負担を考慮したうえで、次の事項を定める。 

① 申出先（窓口） 

② 提出すべき書面（電磁的記録を含む。）の様式その他開示等の請求等の方式 

③ 本人又は代理人であることの確認方法 

④ 手数料に関する事項 

 

３５．手数料 

 第２５９条第１項の利用目的の通知及び第３０２６条第１項の開示を行うにあたっては、必要な手数料を

定めることができる。 

２．前項の手数料は実費を勘案して合理的な範囲内の額とする。 

 

３６．苦情の処理 

 個人情報の取扱いに関する苦情の処理体制を整備し、苦情の申出先をホームページ等に掲載する。 

２．個人情報の取扱いに関して苦情の申し出があった場合は、真摯に対応するとともに速やかに適切

な処置を行う。 
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３７．仮名加工情報の作成等 

  仮名加工情報（仮名加工情報データベース等を構成するものに限る。以下同じ。）を作成するとき

は、他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないようにするために必要なものとして

個人情報保護法施行規則第３１条で定める基準に従い、個人情報を加工する。 

２．仮名加工情報を作成したとき、又は仮名加工情報及び当該仮名加工情報に係る削除情報等（仮

名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除された記述等及び個人識別符号並びに前項の規

定により行われた加工の方法に関する情報をいう。以下この条及び次条第３項において読み替えて準

用する第７項において同じ。）を取得したときは、削除情報等の漏えいを防止するために必要なものとし

て個人情報保護法施行規則第３２条で定める基準に従い、削除情報等の安全管理のための措置を講

じる。 

３．第７条の規定にかかわらず、法令に基づく場合を除くほか、第６条第１項の規定により特定された

利用目的の達成に必要な範囲を超えて、仮名加工情報（個人情報であるものに限る。以下この条にお

いて同じ。）を取り扱わない。 

４．仮名加工情報についての第１１条の規定の適用については、同条第１項、第３項及び第４項第１

号から第３号までの規定中「本人に通知又は公表する」とあるのは「公表する」とする。 

５．仮名加工情報である個人データ及び削除情報等を利用する必要がなくなったときは、当該個人デ

ータ及び削除情報等を遅滞なく消去するよう努める。この場合においては、第１３条の規定は、適用しな

い。 

６．第２１条第１項及び第２項並びに第２４条第１項の規定にかかわらず、法令に基づく場合を除くほ

か、仮名加工情報である個人データを第三者に提供しない。この場合において、第２１条第４項中「前３

項」とあるのは「第３７条第６項」と、同項第３号中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置

いて」とあるのは「公表して」と、同条第５項中「、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置く」

とあるのは「公表する」と、第２５条第１項ただし書中「第２１条第１項各号又は第４項各号のいずれか（前

条第１項の規定による個人データの提供にあっては、第２１条第１項各号のいずれか）」とあり、及び第２

６条第１項ただし書中「第２１条第１項各号又は第４項各号のいずれか」とあるのは「法令に基づく場合又

は第２１条第４項各号のいずれか」とする。 

７．仮名加工情報を取り扱うに当たっては、当該仮名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る

本人を識別するために、当該仮名加工情報を他の情報と照合しない。 

８．仮名加工情報を取り扱うに当たっては、電話をかけ、郵便若しくは民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項

に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便により送付し、電報を送達し、ファク

シミリ装置若しくは電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって個人情報保護法施行規則第３３条で定めるものをいう。）を用いて送信し、又は住居を訪

問するために、当該仮名加工情報に含まれる連絡先その他の情報を利用しない。 

９．仮名加工情報、仮名加工情報である個人データ及び仮名加工情報である保有個人データについ

ては、第６条第３項、第２０条及び第２８条から第３５条までの規定は、適用しない。 
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３８．仮名加工情報の第三者提供の制限等 

法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報（個人情報であるものを除く。次項及び第３項において

同じ。）を第三者に提供しない。 

２．第２１条第４項及び第５項の規定は、仮名加工情報の提供を受ける場合について準用する。この

場合において、同条第４項中「前３項」とあるのは「第３８条第１項」と、同項第３号中「、本人に通知し、又

は本人が容易に知り得る状態に置いて」とあるのは「公表して」と、同条第５項中「、本人に通知し、又は

本人が容易に知り得る状態に置く」とあるのは「公表する」と読み替えるものとする。 

３．第１４条から第１９条まで、第３６条並びに前条第７項及び第８項の規定は、仮名加工情報の取扱

いについて準用する。この場合において、第１６条中「漏えい、改ざん、毀損、紛失」とあるのは「漏えい」

と、前条第７項中「ために、」とあるのは「ために、削除情報等を取得し、又は」と読み替えるものとする。 

 

３９．匿名加工情報の作成等 

匿名加工情報（匿名加工情報データベース等を構成するものに限る。以下同じ。）を作成するときは、

特定の個人を識別すること 及びその作成に用いる個人情報を復元することができないようにするために

必要なものとして個人情報保護法施行規則第３４１９条で定める基準に従い、当該個人情報を加工す

る。 

２．匿名加工情報を作成したときは、その作成に用いた個人情報から削除した記述等及び個人識別

符号並びに前項の規定により行った加工の方法に関する情報の漏えいを防止するために必要なものと

して個人情報保護法施行規則第３５２０条で定める次に掲げる基準に従い、これらの情報の安全管理の

ための措置を講じる。 

① 加工方法等情報を取り扱う者の権限及び責任を明確に定めること。 

② 加工方法等情報の取扱いに関する規程類を整備し、当該規程類に従って加工方法等情

報を適切に取り扱うとともに、その取扱いの状況について評価を行い、その結果に基づき

改善を図るために必要な措置を講ずること。 

③ 加工方法等情報を取り扱う正当な権限を有しない者による加工方法等情報の取扱いを

防止するために必要かつ適切な措置を講ずること。 

３. 匿名加工情報を作成したときは、個人情報保護法施行規則第２１３６条で定めるところにより、当該

匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目を公表する。 

４．匿名加工情報を作成して当該匿名加工情報を第三者に提供するときは、個人情報保護法施行規

則第２２３７条で定めるところにより、あらかじめ、 第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に

関する情報の項目及びその提供の方法について公表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に

係る情報が匿名加工情報である旨を明示する。 

５．匿名加工情報を作成して自ら当該匿名加工情報を取り扱うに当たっては、当該匿名加工情報の

作成に用いられた個人情報に係る本人を識別するために、当該匿名加工情報を他の情報と照合しな

い。 
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６．匿名加工情報を作成したときは、当該匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適切な措置、

当該匿名加工情報の作成その他の取扱いに関する苦情の処理その他の当該匿名加工情報の適正な

取扱いを確保するために 必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置の内容を公表する。 

 

４０. 匿名加工情報の提供  

匿名加工情報（自ら個人情報を加工して作成したものを除く。以下３条同じ。）を第三者に提供すると

きは、個人情報保護法施行規則第３８２３条において準用する同規則第３７条で定めるところにより、あら

かじめ、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の項目及びその提供の方法

について公表するとともに、当該第三者に対して、当該提供に係る情報が匿名加工情報である旨を明

示する。 

 

４１．識別行為の禁止  

匿名加工情報を取り扱うに当たっては、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報に係る本人

を識別するために、当該個人情報から削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは第３３９条第１

項の規定により行われた加工の方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合

してはならない。 

 

４２．安全管理措置等 

匿名加工情報の安全管理のために必要かつ適切な措置、匿名加工情報の取扱いに関する苦情の

処理その他の匿名加工情報の適正な取扱いを確保するために必要な措置を自ら講じ、かつ、当該措置

の内容を公表する。 

 

４３．漏えい等の事実の公表 

 保有している個人データの漏えいがあった場合は、速やかに個人情報保護管理者に報告し、被害の

拡大を防止する措置を講ずると共に漏えいの内容を本人に通知する。 

２．保有している個人データの漏えい、滅失、き損があった場合は、速やかにその内容と再発防止対

策を公表する。 

３．前項の場合は、速やかに事実関係と再発防止対策を個人情報保護委員会に報告する。 

４．前３項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

(1) 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

(3) 他の法令に違反することとなる場合 

 

４４．視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴の取扱い上の注意 

  視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴を取り扱うに当たっては、要配慮個人情報を推知し、又

は第三者に推知させることのないよう注意する。 

 

４５．視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴の取得等に係る同意 
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あらかじめ本人の同意を得ないで、次の①から③③までに掲げる目的のために必要な範囲を超えて、視

聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴を取り扱わない。 

① 放送の受信、放送番組の特定視聴・聴取又は放送番組の視聴・聴取に伴い行われる情

報の電磁的方式による発信若しくは受信に際し料金又は代金の支払いを求める目的 

② 統計の作成の目的 

③ 匿名加工情報作成の目的 

２. 前項の規定による同意の求めに対し同意しなかったことを理由として、放送の受信を拒み、又は妨

げない。 

３． 第１項の規定による同意を得た視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴であっても、本人の求

めに応じてその取得を停止することとし、次に掲げる事項について、本人に通知し、又は本人が容易に

知り得る状態に置く。 

① 本人の求めに応じて当該本人の視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴の取得を停

止すること 

② 本人の求めを受け付ける方法 

 

４６．視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴の利活用 

視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取履歴の利活用における視聴・聴取履歴視聴者特定視聴・聴取

履歴の保護については、実状に即したルールを別途定めるものとする。 

 

以上                

 


